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・ 各都道府県の協力を得て、都道府県を中心とした共同調達の取組状況を国が一元的に調査し、情報提供
・ 都道府県、市町村等の関係者が、必要な情報を容易に検索できるインタラクティブな政策ダッシュボードを作成（デジタル庁の専門チームが技術協力）
・ 関係者間で幅広く情報を共有するため、デジタル庁及び総務省のホームページ上で一般公開（令和７年２月28日）

 国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針（令和6年6月21日閣議決定）においては、①20業務に係る情報システムの標
準化に引き続き注力し、②（20業務以外について）共通化すべき業務・システムの基準に合致するものは共通化を進めるとともに、③さらに、
基準に合致しないものであっても、都道府県の共同調達による横展開の推進等に取り組んでいくこととされている。

 上記③の取組みとして、都道府県を中心とした共同調達の取組やノウハウの情報共有等のための政策ダッシュボードを公開
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共同調達の主な効果
・ スケールメリットによる調達コストの低減
・ 個別調達が難しい小規模自治体におけるＤＸの推進
・ 参加する自治体職員の調達業務の負担軽減

都道府県への効果

・全国の事例を容易に検索でき、
調達業務の効率化、質の向上
につながる。

・全国的に調達実績が多いシス
テム、参加団体数が多いシステ
ムの詳細を確認でき、今後の調
達候補の検討に役立つ。

・共同調達の仕組みやメリットが
分かり、共同調達に参加する
きっかけとなる。

・全国の事例を容易に検索でき、
都道府県に対して共同調達の
候補を提案しやすくなる。

市町村への効果

情報共有により期待される効果 共有される情報

・共同調達の基本情報
（一般的な仕組みやメリットが分かる）
・都道府県別の取組状況
（地域による取組の違いが分かる）
・システム別の取組状況
（導入が進むシステムやその特徴が分かる）
・個別事例の詳細情報
（事例毎に、メリット、課題、費用概算、
費用按分方法、仕様書提供の有無等の
実務上必要な情報が分かる）

地方公共団体の課題（共同調達関係）
・ 共同調達の前例が少なく検討や準備に時間を要する
・ 他の自治体の取組の情報収集にコストがかかる
・ 自治体間で具体的なメリットが共有できず合意形成が進まない

・共同調達の認知度が向上する
ことで、ベンダー等の提案活動
が活性化する。

・地方公共団体の抱える課題や
システムのニーズ等を事前に把
握することで、的確かつ質の高
い提案活動が可能となる。

地域のITベンダー・
ベンチャー企業等への効果

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード取組概要

自治体システムの共同調達に関するダッシュボードの公開



共同調達の解説を
記載しています。

各ダッシュボード画面の
使い方を解説しています。

ダッシュボード
画面パーツ

デジタル庁ホームページの画面イメージ
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都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ①）
全国におけるシステム別の取組状況（導入が進んでいるシステムの情報）
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システム別取組状況一覧（案件ごとの特徴比較）

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ②）
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個別事例の詳細情報
（メリット、課題、費用概算、費用按分方法、仕様書提供の有無等の実務上必要な情報）

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ③）
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システム別の全国の取組状況（システム毎の特徴）

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ④）
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システム別各都道府県の取組情報（地域による取組状況の違い）

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ⑤）
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都道府県別の取組状況（導入が進んでいる都道府県の情報）

都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード（画面イメージ⑥）



共同調達情報共有ダッシュボード 記載内容例
No. システム 項目 内容

１ AI議事録作成・音声文字起
こしシステム 効果

議事録作成に係る削減時間について、「７割以上の削減」：44％、「５割程度の削減」：36％となった。（R
３実証事業より）

２ 施設予約システム 効果 １つのIDパスワードで自治体の枠を超えた施設の空き状況の検索、予約が可能であり利便性が高い

３ AIチャットボット 効果 単独で契約する場合と比べて４割程度のコスト削減効果がある

４ ビジネスチャットツール 効果
県と市町村，市町村同士の直接のやりとりが生まれ、すぐに他自治体の情報を入手できるようになるなど、即時
性のある情報共有を実現できる環境が整った。

５ オープンデータポータル 効果 県内市町村におけるオープンデータ取組率が100％を達成した。

６ 入札関連・電子調達システム 効果
各種書類が電子化されることにより、自治体での紙書類の準備や入札会場の設営・立会等が不要になるととも
に、応札者の移動時間や待ち時間、移動経費が減少し、受発注者双方における入札事務が効率化された。

７ DX人材向けe-learning 効果
本ラーニングツールは、最低発注数量が20ライセンスという条件があるが、県との共同調達により、希望する市町
は小口での発注が可能となり、小規模な団体でも活用しやすくなった。

８ 入札関連・電子調達システム 効果 入札の過程や結果が公表されることにより、透明性が向上した。

９ 入札関連・電子調達システム 効果 地理的条件や時間的な制約が解消されることにより、応札者の入札参加機会が拡大した。

10 施設予約システム 課題 導入しているパッケージのシステムでは各参加団体の様々な要望を叶えられず未導入の市町がある。

11 施設予約システム 課題 来年度は年間運用費の契約を県で一本化する予定だが、県職員の取りまとめ作業の負担が大きい。

12 森林情報システム 課題 県内では市町村ごとに森林面積に大きな差があり、森林面積が少ない市町村においては消極的である。

13 電子契約システム 作業プロセス
県及び市町村で構成される「県市町村・DX推進協議会」の部会内にて、仕様検討等を実施した上で、当協
議会で業者選定（一般競争入札）を実施。
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ご清聴ありがとうございました。
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【参考】 「都道府県を中心とした自治体システムの共同調達に関するダッシュボード」掲載HP
デジタル庁HP https://www.digital.go.jp//resources/govdashboard/prefecture_local_government_system_joint_prefecture

総務省HP https://www.soumu.go.jp/denshijiti/kyoudou_dashboard.html

【連絡先】 内閣官房 デジタル行財政改革会議事務局
TEL：03-5253-2111（代表）

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/prefecture_local_government_system_joint_prefecture
https://www.soumu.go.jp/denshijiti/kyoudou_dashboard.html
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